2002年度一般会計決算反対討論

小泉首相が自民党総裁に再選され、新しく組閣がなされました。民主党と自由党が合併し新しい民主党が誕生しました。いよいよ総選挙です。今の混迷した日本が新たな方向へ動き出すか否か注目されるところです。

さて、何もかも淀んでしまったような社会の中で、何も言わずじっとしていることが心地よい昨今、発言することに躊躇しながら、私は本決算に反対をします。

本決算は桜井市長がはじめて予算編成されたものです。私は2002年3月に予算案に対し次の点を指摘しました。

まず、財政には三つの機能がある。

1. 資源を効率的に配分する機能。

2. 公正･公平に所得や富の再分配をする機能。

3. 経済を安定化させる機能。

新築住宅建設補助金はこの3つの機能に照らしてもよい政策とはいえないと述べました。家を立てることの出来る中流層の資産形成に貢献することになり、富の再分配機能に反すると。また、建築業界や地元商店への乗数効果は私の計算では小さいものと予測される。市長は経済効果が大きいと述べられるが、それであるならば、その根拠を示さなければならないと主張しました。ところが決算においてその結果が明らかになりました。補助金申請者が予定より少なかったことが示されました。その理由として、新築戸数の伸び悩みと市内建築業者よりもハウスメーカーを選択する人が多かったのだということです。ハウスメーカーが市の補助金以上に値引きして対抗してきたとの報告もされました。その説明を聞き、私はやはりこの政策は間違っていたと確信しました。つまり、自治体の補助金政策が、デフレ要因を作り上げたことになります。つまり経済学でよく言われる「政府の失敗」に当たります。政府という言葉を地方自治体に置き換えてもいいです。つまり、民間の自由な経済活動を地方自治体の介入で変化させて、非効率にしてしまうことです。

桜井市長はさまざまなアイデアで補助金をばら撒きながら、公約を実現しようとしておられます。公約を守ることは当然のことであり、重要なことですが、自治体の仕事は一政治家の公約実現のみで行われては困ります。予算のときにも述べましたが、政策の理論的裏づけがなく市民に迎合した施策を打ち出すことは現世代の人々は歓迎しても、次世代へ持続可能な財政を引き継ぐことは出来ません。

私は予算においてひとつ評価をしました。それは財政担当が訴える財政の質的変化についてです。歳出科目の民生費、土木費、教育費の配分が土木費中心から18.6%、19.9%、17.1%と均衡した比率になったことを評価し、財政運営の質的変化に期待をしたのですが、決算ではその比率が16.9％、20.4％、15.6％と民生費と教育費の比率は小さくなり、区画整理事業費の減があったにもかかわらず土木費が大きくなっています。詳細に各科目を見ていくと庁舎耐震補強事業による総務費の増加や学校建設等の教育費の増など他の要因によって３者の比率が微妙に変化したものと受け取りました。公共事業に振り回されたものではないことを確認しました。成熟した都市は民生費や教育費に比重が移動するといわれています。今後も質的変化を見守りたいと思います。

また、本年度は庁舎耐震工事がなされたこと、コミュニティバスを購入したこと、環境基本計画が作成されたことなどは高く評価します。

しかし再度、評価できない点を続けたいと思います。住民基本台帳ネットワークについてです。本決算ではシステム開発委託事業費として638万4千円が支出されています。住基ネットは本年8月25日より本格稼動にはいりました。しかし、長野県では住基ネットの安全を確認するために現在、進入実験を行っています。私は個人情報を国家に集中させることはよくないと思っています。また、個人情報が漏洩するかもしれない現システムに危機感を持っています。今、長野県で行っている実験で進入が可能になった段階で、島田市長は市民の個人情報を保護するためにネットから離脱をすべきです。

次に合併について申し上げます。2003年1月29日に合併協議会設立準備会が設置され、その経費として255万円が支出されています。この時点ですでに市長の1市4町構想は破綻していましたが、１市２町は合意し、市長は各地区へ説明に入られました。しかし、住民説明会で示されたのは市長の感情論で、合併のシミュレーションは示されません。参加住民が少なかったことも大きな特徴でした。しかし、この準備会も川根町の離脱により消滅しました。このことによりこの予算をどのように評価したらよいのでしょうか。まったく無駄だったというべきか、必要な経費だったと考えるべきか。ただ、合併がそれぞれの首長の思いで右往左往するという点は川根町も島田市も同様であり、全国的にも多々起こっている現象です。私は今度のことで、合併をなんらかの分析手法を使って説明できないかと試みています。今、判別分析で現状を説明し、合併した場合の数値を入れ込んでよい変化になるのか悪い変化になるのかを計測しています。多数の指標を絞り込んで、説明力のある要因を見つけていく方法ですが、プラスの要因として残ってきたものの中に都市計画税や議会費があり、マイナスの要因としては時間外勤務手当てや普通建設事業費が残ってきました。結論としては島田と金谷が合併した場合、さほど今以上に悪い状況へ落ち込むことはないようです。ただし、その初期に投入する指標を変えると結論は違ってきます。

今後、合併するのか出来ないのかわかりませんが、どちらにしろ市民へは論理的な説明を行うべきと考えます。

次に伊太田代地区土地利用基本計画策定事業に729万5千円支出されました。

プロポーザルコンペに107万円、ワークショップに623万円です。私は田代が埋め立てられるのに悲しい思いをしています。ごみ焼却施設を建設されることに恐怖を感じています。今、毎日田代に行っています。続々と土砂が運び込まれ、日々形状が変化しています。その荒廃した空間を見つめながら、森を復元させなければならないと強い気持ちになっています。ワークショップで作り上げた基本構想ではなく、7万6千人の市民が自分の木を植え、クマタカが喜ぶ森を作り上げていくべきです。

最後に静岡空港です。空港対策費として９５０４万円支出されています。工事開始から、10年たった今もあいも変わらず、地元対策協議会への交付金支出、騒音対策の名の下に公民館建設、実現性に乏しい地域振興策のプロジェクト提案と予算の無駄遣いが行われています。

空港建設ではいまや土地収用が取りざたされています。しかし、収用法を使わなければ事業が進まないということは、最初の計画が失敗だったということになります。また、土地収用をしないようにとの国会議員の署名が159名分集まりました。県はそう簡単に収容手続きには入れないと思います。わたしももはやこの場で県の主張する空港の効果に対し、いちいち反証する気はありません。桜井市長に申し上げたいのはただひとつ、色あせた夢を追いかける県知事に同調なさらないようにということです。

長々と申し述べように、個別政策に問題があり、そこに使われた費用については承認できないので、本決算に反対の立場をとります。
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